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ベネズエラ経済（2014 年 7 月）

１ 経済概要

（１）政府の各種政策・統計

●マドゥーロ大統領は，当国経済の立直しを図るべく，経済戦争（la Ofensiva 

Economica）への対策強化，生産・供給体制是正，公正価格遵守の強化，また，財政

改革及び上期（1-6月）外貨発給先企業の調査等の重要性を唱え，下期（7-12月）に

かけて実施していく旨発表した。

●PDVSAプレスリリースは，マドゥーロ大統領が与党PSUV党大会において，国内石油製

品販売価格を公正な水準に引上げる意向を示唆した旨発表した。

●習近平中国国家主席は２１～２２日，ベネズエラを訪問し，エネルギー，財政，イ

ンフラ，鉱業，文化，農業，科学技術等の計３８の分野における二国間協力，及び総

額５６億９,１００万米ドルの融資で合意した。

（２）政府予算・財政・金融

●ベネズエラ中央銀行（BCV）と中国人民銀行は，統計手法や金融政策において協力関

係を構築することで合意した。

（３）石油・天然ガス産業

●ラミーレス経済担当副大統領（石油鉱業大臣及びPDVSA総裁兼務）は，中国向け原油

輸出額が，２００５年の５.８億米ドルから，２０１３年には１９３.７６億米ドルに

達した旨述べた。

（４）自動車産業

●ベネズエラ自動車会議所（CAVENEZ）は，加盟全７社の６月の自動車生産台数が前年

同月の５,７６６台に比し８７.５３％減の７１９台にとどまった旨発表した。

（５）その他産業

●グラテロル空輸海運大臣は，航空業界向けに適用を検討していたSICAD２の為替レー

トの適用時期を延期する旨発表した。

（６）外貨発給状況

●２０１４年１－６月におけるCENCOEXによる外貨発給額は，前年同期の１１７億米ド

ルに比し３０％減となる８２億米ドルであった。
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２ 経済の主な動き

（１） 政府等の各種政策・統計

ア 経済指標（実績）

  ●２０１４年第１四半期（1-3月）輸出入額

  国家統計局によると，２０１４年第１四半期の輸入額は前年同期比２３％減となる９

２.１億米ドルとなった。内，政府による輸入は４２％相当であった。

  一方，２０１４年第１四半期の非原油分野における輸出額は，前年同期比４５.５％増

の７.６９億米ドルとなった。

（4日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，14日，15日付ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）

●インフレ率

ベネズエラ中央銀行（BCV）及び国家統計局の非公式情報によると，６月のインフレ率

は５.５％となり，直近１２ヶ月の累積インフレ率が，６２.１％に達した。

（15日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙）

  ●食料バスケット

労働者情報分析センター（CENDA：El Centro de Documentación y Analisis para los 

Trabajadores）によると，４月，５月，及び６月の食糧バスケット価格はそれぞれ７,５

８１ボリバル，８,２２０ボリバル，８,５６１ボリバルとなった。この結果，直近１２

ヶ月では７４.９％の増加となった。

（11日，22日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙）

イ 経済指標（見通し）

    ●２０１４年GDP成長率

・バークレイズ・キャピタルは，２０１４年第１四半期のベネズエラのGDP成長率がマ

イナス５％を記録，年成長率をマイナス２.９％とする予測を発表した。

（1日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙）

  ・ベネズエラ工業連盟（Conindustria）は，２０１４年のベネズエラGDP成長率をマイ

ナス１.５％，インフレ率を７５.２％とする予測を発表した。

（9日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙）

  ・Ecoanalitica社は，２０１４年第１四半期のベネズエラGDP成長率がマイナス３％を

記録，年成長率をマイナス２.５％とする予測を発表した。

（8月1日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙）

  ●為替レート

  ・バークレイズ・キャピタルは，２０１４年第４四半期に為替レートが一本化され，

１米ドル＝２５ボリバルとなるとの予測を発表した。

（31日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙）

  ・Ecoanalitica社は，２０１４年の政府の為替政策として，①SICAD２を廃止し１米ド
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ル＝２５ボリバルへ一本化，②第３国における為替取引を合法化し複数為替レートを

維持，③SICAD１にて１米ドル＝１５ボリバル，及びSICAD２を維持等の予測を発表し

た。

（8月1日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙）

ウ 各種政策・規制・規則

  ●公務員向け賃金引上げ

  官報４０３３６号は，公務員の賃金を５月１日へ遡り４３％引き上げる旨公布した。

（5日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙）

●マドゥーロ大統領による経済政策の発表

  マドゥーロ大統領は，当国経済の立直しを図るべく，経済戦争（la Ofensiva Economica）

への対策強化，生産・供給体制是正，公正価格遵守の強化，また，財政改革及び上期（1-6

月）外貨発給先企業の調査等の重要性を唱え，下期（7-12月）にかけて実施していく旨

発表した。

  また，７月２３日から８月７日にかけて経済関連省庁の効率的な運営を行うための構

造改革調査を実施，８月１１日までに構造改革案を策定し，８月１５日までにPSUV内の

調整を完了するとの計画を併せて発表した。

（16日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙，ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）

  ●マドゥーロ大統領によるガソリン価格値上げ示唆

PDVSAプレスリリースは，マドゥーロ大統領が与党PSUV党大会において，国内石油製品

販売価格を公正な水準に引上げる意向を示唆，また，国内ガス供給システムの見直し等

のため担当者を任命した旨発表した。

  また，マドゥーロ大統領によると，ガソリン価格引上げによる４００億ボリバルから

１,０００億ボリバルの増収分を社会基金の管理下に置き，住宅ミッション向けに２０％，

大学教育システム向けに２０％，高齢者支援ミッション向けに２０％，祖国治安ミッシ

ョン向けに２０％，その他サービスに２０％振り当てる旨述べた。

（31日付PDVSAﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ，8月1日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙，ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）

エ 組織・人事

  ●グアジャナ開発公社総裁

  官報４０４４８号によると，グアジャナ開発公社総裁をオソリオ大統領府大臣からホ

セ・ノゲーラ・ピエトリ（Jose Noguera Pietri）中将へ交替させる旨公布した。

（7日付官報40448号，及び9日付ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）

  ●経済関連省庁改造

  アレアサ副大統領は，経済関連省庁の見直しを８月７日までに実施し，同１１日に結

果を発表する旨述べた。
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（23日付ｳﾙﾃｨﾏｽ・ﾉﾃｨｼｱｽ紙）

オ 貿易統計

●対中国輸入額

国家統計局によると，２０１４年第１四半期（1-3月）の中国からの輸入額は，前年同

期の２１.６３億米ドルに比し，１２.１０億米ドルとなった。

  なお，中国からの輸入額は１９９８年の２６.７百万米ドルから２０１３年には７６億

米ドルに達している。

（14日付ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙，22日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙）

●対ニカラグア輸入額

国家統計局によると，２０１４年第１四半期のニカラグアからの輸入額は，前年同期

の９３百万米ドルに比し，１９１百万米ドルとなった。

（15日付ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）

カ 政府ミッション進捗

●住宅ミッション

  住宅省によると，１－６月の住宅建設戸数は前年同期の５３,０２５戸に比し６％減の

４９,８０４戸となった。

（10日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙）

キ 対外関係

  ●パナマとの外交関係再開

  アレアサ副大統領は，パナマとの外交関係を再開し，債務認定された部分の支払いを

宣言するとともに，パナマ渡航者向けの外貨発給も再開する旨併せ発表した。

（2日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙，ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）

  ●習近平中国国家主席の訪問

  習近平中国国家主席は２０～２１日，ベネズエラを訪問し，エネルギー，財政，イン

フラ，鉱業，文化，農業，科学技術等の計３８の分野における二国間協力，及び総額５

６億９,１００万米ドルの融資で合意した。

（22日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙，ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）

    ●メルコスール

  ・２７日，メルコスール企業フォーラムが開催され，ラテンアメリカ・カリブ諸国か

ら約２５０社が参加した。

・２８日，メルコスール共同市場理事会（CMC）が開催され，メルコスール・ALBA・ペ

トロカリベ・カリコム，及び欧州等との補完経済圏の創出等を協議した。

・２９日，第４６回メルコスール首脳会合が開催され，議長国がベネズエラからアル
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ゼンチンへ移され，①ALBA・ペトロカリベ，カリコムと連繋した経済圏の創出，②南

米銀行の機能強化，③南米銀行とBRICS銀行との協業関係の重要性，④中米及び米国国

境を主とした移民児童及び青年の人権問題への懸念，⑤チャベス・ベネズエラ前大統

領及びキルチネル・アルゼンチン前大統領の栄誉，⑥アルゼンチンのソブリン債再編

への支援，⑦イスラエルによるガザ地区侵攻への非難等の内容が盛り込まれた共同声

明が発表された。

（28 日付 PDVSA ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ，28 日，30 日付外務省ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ）

（２）政府予算・財政・金融

ア  税収

  租税監督庁（SENIAT）によると，７月の徴税額は前年比８９.８％増の４２２億ボリバ

ルとなった。

（8月18日付SENIATﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ）

イ 追加予算

７月の国会（財務・経済開発委員会）による追加予算承認額は，８３５.９３億ボリバ

ルとなった。

（7月8日，15日，17日，22日，23日付官報40449号，6134号，40454号，6136号，40454号，

40456号，40459号，40460号）

ウ 政府債務残高

●２０１３年末時点の政府債務残高

Ecoanalitica社は，２０１３年末時点のPDVSAを含めた政府債務残高は，１９９９年末

時点の２８４億米ドルから１,５８７億米ドルに増加したとする分析を発表した。

なお，債務元利支払い額は，１９９９年に７６億米ドルであったものが，２０１４年

には１４１億米ドルへ増加している旨併せ発表した。

（19日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙）

エ 通貨供給量

  ベネズエラ中央銀行（BCV）のデータによると，２０１４年１月から６月末までの通貨

供給量（M2）は，年初来２０%増加し１兆４,４６０億ボリバルに達した。

（21日付ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）

オ 金利動向

  ベネズエラ中央銀行（BCV）によると，７月２２日時点における各種貸出金利加重平均

は，１８.３％となった。
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  なお，支払準備率は２１.５％となっている。

（29日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙）

  カ ベネズエラ中央銀行（BCV）によるベネズエラ石油公社（PDVSA）財政支援額

  BCVによると，２０１４年６月末時点におけるPDVSA向け財政支援額は直近１２ヶ月で

１６４％増となる４,８１５億ボリバルに達している。

（12日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙）

キ ベネズエラ中央銀行（BCV）と中国人民銀行の合意

  BCVと中国人民銀行は，統計手法や金融政策において協力関係構築で合意した。

（19日付ｳﾙﾃｨﾏｽ・ﾉﾃｨｼｱｽ紙）

（３） 石油・天然ガス産業

ア 原油生産・精製・輸出・輸入動向

●生産量

  ・ベネズエラ産原油の世界及び OPEC に占める割合は，それぞれ１９９８年の４.８％，

１１.９％から，２０１３年には，２.６％，７.８％へ減少した。

（9 日付ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）

イ 対外取引

●対中国

  ラミーレス経済担当副大統領（石油鉱業大臣及び PDVSA 総裁兼務）によると，中国向

け原油輸出額は，２００５年の５.８億米ドルから，２０１３年には１９３.７６億米ド

ルに達した旨述べた。なお，現在の中国向け原油輸出量は日量５２.４万バレルに達して

いる。

（22 日付ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）

  ●対ロシア

  PDVSA プレスリリースは，セーチン・露ロスネフチ総裁が当国を訪問し，ラミーレス石

油鉱業大臣兼 PDVSA 総裁等と会合を持ち，PDVSA とロスネフチの間で２０１３年に設立に

至った合弁企業，Petrovictoria に対する全１１億米ドルの資本払い込みのうち，９月１

日までに初回分として４.４億米ドルの払い込み実施をはじめ，ロシアとベネズエラにお

ける二国間協力関係強化の一環として，オリノコベルト地帯の開発，及び海底資源探鉱

の促進等で合意に至った旨発表した。

（29 日付 PDVSA ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ）

ウ その他
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  ●露ロスネフチによるWeatherford資産買取

  露ロスネフチは，ベネズエラにおいて米Weatherford社が保有する油井及びそのサービ

スに関わる資産を買取ることで合意に至った旨発表した。

（14日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙）

  ●CITGOによる手形発行

  PDVSA子会社であるCITGOは，借換え及びPDVSA向け配当原資確保を目的として，６５０

百万米ドルの手形発行を検討していている旨発表した。

（17日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙）

  ●投資銀行によるPDVSA子会社への買収提案

  ロイター通信によると，エネルギー分野専門調査会社であるアーガス・メディアは，

石油鉱業省担当者からの情報として，ベネズエラ政府がゴールドマン・サックス，J.P.

モルガン，及びドイツ銀行等からPDVSAの子会社であるCITGOの買収提案を受けているこ

と，また，PDVSAがドイツ銀行を候補先として，Chalmette製油会社の持ち分５０％の売

却を検討している旨報じた。

（26日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙）

（４）自動車産業

ア 生産・組立/販売台数

ベネズエラ自動車会議所（CAVENEZ）は，加盟全７社の６月の自動車生産台数が前年同

月の５,７６６台に比し８７.５３％減の７１９台にとどまった旨発表した。

他方で，６月の国内生産車，輸入車の国内販売台数は，前年同月に比しそれぞれ８５.

９％減の１,０８０台，９９.５％減の９台となった。

この結果，１－６月の自動車生産台数，国内生産車，及び輸入車の国内販売台数は，

それぞれ前年同月比８３.３１％減の６,１６１台，７７.４％減の８,１７３台，９９.

７％減の６３台となった。

（7 日付 CAVENEZ 発表）

イ 中国製動向

●中国宇通各車によるバス生産・組立計画

中国宇通各車（YUTONG）は，年間３,０００台のバス生産・組立計画を発表した。なお，

初期計画においては，国内市場向けのみならず，ラテンアメリカ向け輸出も視野に入れ

ている。

（14 日付ｳﾙﾃｨﾏｽ・ﾉﾃｨｼｱｽ紙）

  ●中国奇瑞（CHERY）汽車輸出計画

  中国奇瑞（CHERY）汽車は，当初ベネズエラと中国両政府により合意に至った１０,０

００台から３,０００台増となる１３,０００台を輸出する計画を発表した。
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（31 日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙）

  ●World Supplies による販売提携

  World Supplies は，ベネズエラ政府及び国家警備軍貯蓄金庫との間で，永源（Jonway）

汽車，一汽海馬（Haima）汽車，広州（Gac）汽車，及び長安（Changon）汽車等とベネズ

エラにおける販売提携の合意に至った旨発表した。

（8 月 2 日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，ｳﾙﾃｨﾏｽ・ﾉﾃｨｼｱｽ紙）

ウ ２０１４年上期（１－６月）二輪車市場

二輪産業・生産・組立協会（AIFEM）によると，２０１４年上期の二輪車生産・組立台

数は前年同期の２１０,８５２台から５８％減となる８８,４５６台となった。

（28 日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙）

（５）その他

ア 航空

●SICAD２の適用延期

グラテロル空輸海運大臣は，航空業界向けに適用を検討していたSICAD２の為替レート

の適用時期を延期する旨発表した。

（2日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙，ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）

  ●２０１４年上期（１－６月）国際線航空券販売額

  国際航空運送協会（IATA）によると，上期の国際線航空券販売額は，前年同期の３２

億米ドルに比し９％減となる１１億米ドルとなった。

（30日付ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）

イ 通信

官報４０４４５号の公布により，ベネズエラ国営通信会社（CANTV）は国際電話料金を

１６％～５００％引き上げた。

（4日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙，ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）

ウ 電力

チャコン電力大臣は，８月中に最適で効率的な電力サービス供給のため全国を５つの

地域に分け対策を講じる旨発表した。

（25日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙）

（６）外貨発給状況

ア SICAD

●SICAD１
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・ベネズエラ中央銀行（BCV）によると，７月のSICAD１による合計４度の競売実績は，

総額８億１,３１７万４,６６３.５２米ドルであった。

（BCV/CENCOEXﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ）

  ・CENCOEXによると，本年のSICAD１の競売全１９回における外貨割当額は，３６.０８

億米ドルとなった。内，２８％相当額はベネズエラ貿易公社（CORPOVEX）向けに割当

てられている。

（30日付ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）

●SICAD2

    ・Ecoanalitica社は，３月２４日から運用開始されたSICAD２による外貨供給額が，６

月１６日までに総額２７.２６億に達し，当国へ輸入される物資に適用される加重平均

為替レートは１米ドル＝２１.６ボリバルとの分析結果を発表した。

（4日付ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）

・Ecoanalitica社は，６月及び７月のSICAD２による外貨供給額が，日額平均でそれぞ

れ４２.５百万米ドル，３８百万米ドルとの分析結果を発表した。

（15日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙）

  ・ベネズエラ中央銀行（BCV）は，米ドルの最低兌換金額を１,０００米ドルとする様

に要件を修正した。

（27日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙）

イ 航空業界向け外貨発給承認

  マドゥーロ大統領は，２０１２年から２０１４年に航空業界が計上し外貨未発給とな

っていた案件に対し，総額１８６百万米ドルの発給を承認した旨発表した。

（4日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙）

ウ ２０１４年１－６月CENCOEXによる外貨発給額

  ２０１４年１－６月におけるCENCOEXによる外貨発給額は，前年同期の１１７億米ドル

に比し３０％減となる８２億米ドルであった。

（18日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙）


